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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　ケニア共和国においては、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率の改善を図るために地域保健の整備、

医療分野の人材育成の拡充が重要課題となっております。

　かかる背景のもと、ケニア共和国政府は医療従事者の育成の需要に応えるべき、医療訓練学校

として質の高い教育を提供できるよう、教官の能力向上等を主目的とした技術協力としてわが国

に対してプロジェクト方式技術協力を要請越しました。

　これを受け国際協力事業団は、1995年11月に事前調査団を派遣し、続いて1997年８月に長期調

査団を派遣しました。

　これらの調査の結果を踏まえ、1998年１月18日から１月31日までの日程で、討議議事録および

暫定実施計画を締結することを目的として、国際協力事業団医療協力部長福原毅文を団長として

実施協議調査団を派遣しました。本報告書は、この調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査にあたり、ご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝意を表しま

すとともに、今後のプロジェクトの実施・運営にあたり、関係各位の一層のご協力をお願いする

次第です。

平成10年１月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理事理事理事理事理事　小澤　大二　小澤　大二　小澤　大二　小澤　大二　小澤　大二
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１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ケニア医療訓練技術学校は医師以外（准医師、看護婦、臨床検査技師、放射線技師等）の各種

医療従事者の養成機関として1927年に設立され、今日では国内の地域保健に携わる医療従事者の

約80％を養成している。第７次国家開発計画（1993～1995年）のなかでも地域保健の整備、医療

分野の人材養成の拡充があげられており、同校の重要性はますます高まっている。

　同校では質の高い医療従事者養成の需要に応えるべく教材の整備、教官の能力開発に努めてき

てはいるが、ノウハウの蓄積がないことから独力で改善するには困難な状況にある。そのため、

医療訓練学校として質の高い教育を提供できるよう、教官の能力向上等を主目的としたプロジェ

クト方式技術協力をわが国に要請してきたものである。

　本調査団は、本プロジェクトの最終的なケニア共和国（以下、ケニア）側の要請内容と実施体

制および協力実施計画策定を行い、討議議事録（Ｒ／Ｄ)、暫定実施計画書（ＴＳＩ）およびケ

ニア側に特に要請する必要がある事項についてミニッツとして取りまとめ、署名・交換を行うこ

とを目的として1998年１月18日から１月31日の日程で派遣された。

　なお、わが国の無償資金協力で同校の改修が進行中であり、1998年３月に完工の予定となって

いる。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　担　当 　氏　名 　　　　　　所　　　属

団長／総括 福原　毅文 国際協力事業団医療協力部長

協 力 計 画 長谷川　豊 学校法人国際医療福祉大学国際協力部長

看 護 教 育 関　　育子 厚生省看護研究研修センター教官

公 衆 衛 生 大原　賢了 国立公衆衛生院国際協力室長

業 務 調 整 木付　憲孝 国際協力事業団医療協力第二課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順

第１日

第２日

第３日

第４日

第５日

第６日

第７日

第８日

第９日

第10日

第11日

第12日

第13日

第14日

月日

１月18日

１月19日

１月20日

１月21日

１月22日

１月23日

１月24日

１月25日

１月26日

１月27日

１月28日

１月29日

１月30日

１月31日

曜日

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

移動および業務

成田発AF275便12h30　パリ着17h10

パリ発AF980便11h05　ナイロビ着21h20
到着後、倉科所員と打合せ

午前：ＪＩＣＡ事務所表敬
午後：保健省表敬、ＫＭＴＣ表敬
　　　表敬後、ＫＭＴＣナイロビ校施設視察

午前：ＫＭＴＣプレゼンテーション（Mr. BOIT)
－組識・予算・プロジェクト実施体制説明
午後：同上
－プロジェクト活動内容協議

午前：ＫＭＴＣ活動内容協議
－活動計画最終調整
午後：Ｒ／Ｄ実施協議
－実施協議案検討

午後：各団員による担当分野関連学部長聞き取
　　　り調査およびＲ／Ｄの調整

〈ＫＩＳＵＭＵ：福原部長・木付職員〉
ナイロビ発KQ650便07h00　キスム着08h00
ＰＥＰＰ：エンザロ村視察
　
キスム発KQ659便11h30　ナイロビ着12h30
資料整理

午前：Ｒ／Ｄ合同会議（ＫＭＴＣおよび保健省）
　　　保健省、ＫＭＴＣ Board of Management
　　　ＫＭＴＣ学長、ＫＭＴＣ Ｃ／Ｐ
午後：Ｒ／Ｄ作成

午前：Ｒ／Ｄ最終調整
午後：Ｒ／Ｄ署名、ＪＩＣＡ事務所報告
　　　関・木付団員はＣ／Ｐ研修員候補者面談

〈福原部長・木付職員〉
地方校視察（ナクル校視察）
〈長谷川・関・大原団員は帰国〉
ナイロビ発KL562便10h00　アムステルダム着17h15

午前：ＫＥＭＲＩ表敬、分野別進捗状況の確認
午後：ＫＥＭＲＩ視察・ＫＩＢＥＲＡコホート視察
〈福原部長・木付職員〉
ナイロビ発BA2068便22h55

ロンドン着04h55
ロンドン発BA005便11h55

成田着08h40

備考

パリ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊
福原部長・木付職員：キスム泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

ナイロビ泊

他３団員：
アムステルダム発KL861便14h20
機内泊

成田着09h30
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) ケニア側

S.M.MBOVA PERMANENT SECRETARY, MINISTRY OF HEALTH

IBRAHIM M.HUSSEIN UNDERSECRETARY, MINISTRY OF HEALTH

C.K.MAILU HEALTH SECTOR REFORM SECRETARIAT

J.M.N.OLE KIU CHIEF CLINICAL OFFICER AND REGISTRAR CLINICAL

OFFICER COUNCIL, MINISTRY OF HEALTH

MURIITHI REGISTER NURSING COUNCIL OF KENYA

ＫＭＴＣ実施協議チーム

W.K.A.BOIT DIRECTOR, KMTC

M.M.NGUNNZI COORDINATOR, KMTC

PAUL TUUKO DEPUTY PRINCIPAL, KMTC

M.W.NDEGWA CHIEF OF PERSONNEL OFFICER, KMTC

J.J.O.OMBAYO HEAD OF FINANCE AND ACCOUNT, KMTC

M.WAGATHARIA ACTING REGISTRAR, KMTC

GLADYS KOYENGO HEAD OF FACULTY OF CLINICAL MEDICINE, KMTC

ANNE BWIKA HEAD OF FACULTY OF NURSING, KMTC

E.I.CHEGE HEAD OF FACULTY OF ENVIRONMENT HEALTH SCIENCES, KMTC

BOOKER I.OLUOCH HEAD OF FACULTY OF HEALTH RECORDS AND INFORMATION,

KMTC

ＫＭＴＣ Ｃ／Ｐ研修候補者

ANASTASIAH KIMEU DEPUTY HEAD OF FACULTY OF DENTAL TECHNOLOGY

MONICA NGENY MOMBASA MTC PRINCIPAL TUTOR

(２) 日本側

　在ケニア日本大使館

堀内　伸介 特命全権大使　

　ＪＩＣＡケニア事務所

田上　実 所長

松本　淳 次長

倉科　芳朗 所員
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　その他

富永　直樹 （株）日本設計国際部主任技師

菅　　強 （株）住友建設ケニアＫＭＴＣ作業所所長
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２２２２．．．．要要要要約約約約２２２２．．．．要要要要約約約約

　本調査団の本務は討議議事録（Ｒ／Ｄ　本調査団の本務は討議議事録（Ｒ／Ｄ))、暫定実施計画書（ＴＳＩ）およびケニア側に特に要、暫定実施計画書（ＴＳＩ）およびケニア側に特に要

請・確認する必要がある事項を取りまとめたミニッツの署名にあり、またプロジェクト開始後の請・確認する必要がある事項を取りまとめたミニッツの署名にあり、またプロジェクト開始後の

具体的な活動が円滑に運営されるための基盤づくりを目的として、同保健省、ケニア医療訓練学具体的な活動が円滑に運営されるための基盤づくりを目的として、同保健省、ケニア医療訓練学

校と協議することである。校と協議することである。

　ケニア保健省はこれまでも保健医療関連の案件であるケニア感染症対策プロジェクト（Ⅱ）お　ケニア保健省はこれまでも保健医療関連の案件であるケニア感染症対策プロジェクト（Ⅱ）お

よびケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）を通じ、プロジェクト方式技術協力のスキームを理よびケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）を通じ、プロジェクト方式技術協力のスキームを理

解していたため、事前調査、長期調査を踏まえた本調査では、特に大きな意見の相違はなく、協解していたため、事前調査、長期調査を踏まえた本調査では、特に大きな意見の相違はなく、協

力期間の５年間にわたる実行計画検討がなされた。力期間の５年間にわたる実行計画検討がなされた。

　プロジェクト協力活動の大枠合意に達し、具体的な短期専門家派遣計画、供与機材計画等はプ　プロジェクト協力活動の大枠合意に達し、具体的な短期専門家派遣計画、供与機材計画等はプ

ロジェクト開始後、長期専門家とさらに協議・検討を重ね決定することとした。ロジェクト開始後、長期専門家とさらに協議・検討を重ね決定することとした。

　　Ｒ／Ｄに盛り込まれた活動の基本方針は次のとおりである。Ｒ／Ｄに盛り込まれた活動の基本方針は次のとおりである。

　　①　　①指導教官のインサービストレーニングの開発指導教官のインサービストレーニングの開発

　　②　　②教育カリキュラムの改善教育カリキュラムの改善

　　③　　③教材作成技術を含めた指導教官の教育手法の強化教材作成技術を含めた指導教官の教育手法の強化

　なお、本調査において、先方から横断的な技術指導が可能となる公衆衛生専門家派遣の強い要　なお、本調査において、先方から横断的な技術指導が可能となる公衆衛生専門家派遣の強い要

請があった。一方、放射線技術については高度な放射線機器がないために当該分野についての技請があった。一方、放射線技術については高度な放射線機器がないために当該分野についての技

術協力は必要としないことをケニア側に確認した。術協力は必要としないことをケニア側に確認した。

　また、現在実施中のケニア感染症対策プロジェクト（Ⅱ）およびケニア人口教育促進プロジェ　また、現在実施中のケニア感染症対策プロジェクト（Ⅱ）およびケニア人口教育促進プロジェ

クト（Ⅱ）とも連携し、プロジェクト成果をフィードバックすることにも十分配慮する必要があクト（Ⅱ）とも連携し、プロジェクト成果をフィードバックすることにも十分配慮する必要があ

る。る。

　以上の調査・協議の結果、　以上の調査・協議の結果、19981998年１月年１月2929日、日本側福原毅文団長とケニア保健省日、日本側福原毅文団長とケニア保健省PERMANENTPERMANENT

SECRETARY,S.M.MBOVASECRETARY,S.M.MBOVA氏およびケニア医療訓練学校学長氏およびケニア医療訓練学校学長W.K.A.BOITW.K.A.BOIT氏との間でＲ／Ｄの署名・交氏との間でＲ／Ｄの署名・交

換が行われ、本プロジェクトは換が行われ、本プロジェクトは19981998年３月１日より開始されることとなった。年３月１日より開始されることとなった。
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３．討議議事録の交渉経緯３．討議議事録の交渉経緯３．討議議事録の交渉経緯３．討議議事録の交渉経緯３．討議議事録の交渉経緯

３－１　実施協議概要３－１　実施協議概要３－１　実施協議概要３－１　実施協議概要３－１　実施協議概要

(１) 無償資金協力によりナイロビ校をはじめとする校舎建築、校舎改修はほぼ終了し、1998

年２月17日の引き渡し式に向けて現在供与機材の搬入を行っている。無償終了とともに

技術協力の開始について、先方機関は日本側の協力に対して大きな期待を寄せており、

新しい学校づくりに取りかかる準備は整ったものと考えている。

(２) ＫＭＴＣの日本人専門家受入れ体制としては、カウンターパート（以下、Ｃ／Ｐ）に

ついてはチーフアドバイザーが学長、業務調整がKMTC COORDINATOR、また専門家には各

学部長が対応する直接のＣ／Ｐとして設定されており、執務室の確保とあわせて日本側

専門家に対するステータスは確保できたものと考えられる。

(３) ＫＭＴＣにおける教官に対する研修実施予算措置が確認できたことから、ＫＭＴＣを

プロジェクトサイトとする技術協力を実施する体制はできているものと判断される。以

上から、本案件に関する双方の合意についてＲ／Ｄ署名することとした。

３－２　実施協議調査の経過３－２　実施協議調査の経過３－２　実施協議調査の経過３－２　実施協議調査の経過３－２　実施協議調査の経過

1998年１月19日（月）

○事前打合せ

・福原団長、木付団員、倉科所員

　ＪＩＣＡケニア事務所のアレンジ状況および確認事項等について打合せを行った。

①先方署名者

②先方実施協議体制（ＫＭＴＣ側）

③プロジェクトサイト

④保健省のなかでのＫＭＴＣの位置づけ

⑤ＫＭＴＣ組識体制と活動状況

1998年１月20日（火）

○ＪＩＣＡケニア事務所表敬

・ＪＩＣＡケニア事務所：田上所長、松本次長、倉科所員、福原団長以下団員

　ケニア事務所長等から調査団に対して、以下の発言があった。

①西部地域で開発調査を実施しており、その連携としてＫＭＴＣ地方校への協力も必要と
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考える。

②事務所としても先方の国家計画等情報収集に努力しているものの、ケニアでは国家計画

と現状に乖離があり、事務所側から先方に計画と現状の差の説明を求めているのが実状

である。

③学校運営の強化に対する対応について検討してもらいたい。

　一方、調査団からは、下記の発言があった。

①保健省が国家計画のなかで人材育成計画をＵＳＡＩＤの協力で進めているという状況か

ら、ケニア側の人材育成計画にＫＭＴＣがどのようにリンクして医療従事者の育成を

図っているか保健省に確認し、当面はナイロビ校をプロジェクトサイトとし、地方校の

取り扱いは今後の検討課題とする。

②ＪＩＣＡの他プロジェクトとの連携に関しては、ＰＥＰＰ（人口教育促進プロジェク

ト）の制作部門には教材作成の分野で連携を期待しており、ＫＥＭＲＩ（ケニア医学研

究所）には何らかの形で専門分野におけるサポートを期待。

③先方がパソコンの導入を期待しているところから、当面はパソコンの導入が管理部門の

強化に繋がることを期待している。

○保健省表敬

・MOH-PERMANENT SECRETARY, MOH-UNDERSECRETARY, KMTC-DIRECTOR, KMTC-PROJECT

　COORDINATOR、福原団長以下団員、松本次長、倉科所員

　PERMANENT SECRETARY MOHから、ケニア政府を代表して、実施協議調査団のケニア訪問に対

する感謝の辞およびケニアにおける日本がトップドナーとしての幅広い協力に対し、ケニア国民

も温かく見守っており、ＫＭＴＣプロジェクトの実施に向けて実りある協議となることを期待し

ている旨発言があり、一方、調査団から今回の目的はＫＭＴＣプロジェクトのフィージビリ

ティーを確認し、今回の協議を経てプロジェクト実施に向けて双方の理解と承認のもとに最終

的にはＲ／Ｄに署名したいので、滞在期間中にスムーズな協議を行われるよう協力を期待してい

る旨発言があった。

○ＫＭＴＣ本校表敬

　ＫＭＴＣ本校のW.K.A.BOIT学長を表敬ののち、福原団長、長谷川・関・大原団員４名について

は無償資金協力によるＫＭＴＣ改善施設の視察を行った。その間、BOIT学長と倉科所員、木付団

員３名にて、以下の事項について翌日からの協議の打合せを行った。

①ＫＭＴＣ組識図の提出

②予算の仕組み
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③人事の仕組み

④保健省人材養成計画とＫＭＴＣ訓練コースの連携

⑤プロジェクトの活動内容

1998年１月21日（水）

○実施協議

・ＫＭＴＣ本校会議室：ＫＭＴＣ側実施協議チーム10名、日本側調査団５名、倉科所員

　事前打合せに沿って、ＫＭＴＣ学長からＫＭＴＣについてのプレゼンテーションがあり、特に

現在の組織体制については、独立採算性が求められているものの保健省の傘下に位置づけられて

おり、組織改革がなかなか進まないのが現状であることが強調されたのに対し、調査団から、先

方の組織体制、予算、国家医療従事者育成計画とＫＭＴＣの訓練の連携についてあらためて質問

が行われ、さらに、日本人専門家に対応するＫＭＴＣ側Ｃ／Ｐは学部長クラスを想定しているこ

と、プロジェクト実施体制の組織図が不明確であると円滑なプロジェクト運営を実施することが

できないこと等を申し入れ、現時点におけるＫＭＴＣの組織図の提出を求めた。

　次いで日本側からプロジェクト実施体制について説明を行い、また専門家の対応分野が限られ

ていることを説明したうえでプロジェクトのマスタープランについて説明したところ、先方とし

ては日本側の事情も理解できるが、可能な限り広範囲で対応してほしい旨発言があった。

（参考）

ＫＭＴＣ実施協議チーム：

W.K.A.BOIT DIRECTOR, KMTC

M.M.NGUNNZI COORDINATOR, KMTC

PAUL TUUKO DEPUTY PRINCIPAL, KMTC

M.W.NDEGWA CHIEF OF PERSONNEL OFFICER, KMTC

J.J.O.OMBAYO HEAD OF FINANCE AND ACCOUNT, KMTC

M.WAGATHARIA ACTING REGISTRAR, KMTC

GLADYS KOYENGO HEAD OF FACULTY OF CLINICAL MEDICINE, KMTC

ANNE BWIKA HEAD OF FACULTY OF NURSING, KMTC

E.I.CHEGE HEAD OF FACULTY OF ENVIRONMENT HEALTH SCIENCES, KMTC

BOOKER I.OLUOCH HEAD OF FACULTY OF HEALTH RECORDS AND INFORMATION, KMTC
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1998年１月22日（木）

○調査、等

　午前中、長谷川・大原・関団員はＣ／Ｐの要望調査等を行い、さらに午後、長谷川・関団員は

保健省等において調査活動を行い、大原団員はＣ／Ｐ研修候補者と面談した｡

○事務レベルでのＲ／Ｄの調整

・ＫＭＴＣ本校会議室：MR.NGUNNZI、木付団員、＊MR.NYAMBATI

＊MR.NYAMBATIは1996年５月21日～1998年１月８までＪＩＣＡケニア事務所のローカルスタッフ

として保健省から派遣された実績があり､現在は保健省HEALTH SECTOR SUPPORT COORDINATOR

である。今回の調査団のサポートのため臨時のＪＩＣＡローカルスタッフとして参加した｡

1998年１月26日（月）

○実施協議

・ＫＭＴＣ本校会議室：ＫＭＴＣ側実施協議チーム10名、保健省C.K.MAILU(HEALTH SECTOR

　　　　　　　　　　　REFORM SECRETARIAT)、日本側調査団５名、倉科所員、MR.NYAMBATI

　Ｒ／Ｄの内容およびプロジェクト実施体制については下記の項目に沿って協議した。

①専門家派遣計画

②マスタープラン

③Ｃ／Ｐ研修受入れ

④合同委員会

⑤中堅技術者養成対策費

⑥機材保守管理費用負担のケニア側負担

　なお、冒頭、保健省DR.MAILUからケニアのHEALTH SECTOR REFORMの概要等について説明があっ

た（Kenya's Health Policy Framework Nov.94 と Kenya's Health Policy Framework

Implementation and Action Plan, Feb.96を入手)。

1998年１月27日（火）

○事務レベルでのＲ／Ｄ等の最終チェック

・ＫＭＴＣ本校会議室：ＫＭＴＣ側MR.NGUNNZI、日本側調査団福原団長、木付団員

　　　　　　　　　　　MR.NYAMBATI

　最終Ｒ／Ｄチェック、組織図の作成、本案件のＡ１フォームを確認し、Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ、ミ

ニッツのオリジナルを作成した。
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○Ｒ／Ｄ署名

・保健省ＰＳ執務室：MOH-PERMANENT SECRETARY、MOH-UNDERSECRETARY、KMTC-DIRECTOR、

　　　　　　　　　　KMTC-COORDINATOR、福原団長以下調査団員、松本次長、倉科所員

　日本側福原団長、KMTC-DIRECTOR、MOH-PERMANENT SECRETARYが、Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ、ミニッツ

に署名（なお、署名者であるＭＯＦのFINANCIAL SECRETARYは業務上の理由により不在のため、

あらためて署名を取り付けることとした）し、ケニア側、日本側双方からそれぞれ挨拶があっ

た。

○ＪＩＣＡケニア事務所長に対する報告

・ＪＩＣＡケニア事務所：田上所長、松本次長、福原団長以下調査団員

　なお、関・木付団員については、モンバサから来たＣ／Ｐ研修候補者であるMONICA　NGENY

（MOMBASA MTC PRINCIPAL TUTOR）と面談し、これまでの経歴、日本で学ぶ内容のチェックを

おこなった。

　また、Ｒ／Ｄの原案についても双方で確認することとした。

　ケニア側から〔Ⅲ .ケニア側が取るべき措置６.(４)出張旅費(５)住居費について〕は先方から

負担できない旨発言があり、調査団からこの科目についてはＪＩＣＡ側が負担することとする

が、Ｒ／Ｄとしては削除することはできない旨説明した。

　〔ANNEX V.ケニア側Ｃ／Ｐ〕については、現在16学部長がＣ／Ｐとして位置づけることとし

た。

　〔ANNEX Ⅶ.合同委員会ケニア側のメンバー〕としてＫＭＴＣ側の実施協議チームのメンバー

が引き続き合同委員会のメンバーとなることで合意した。

　調査団としては、Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ、ミニッツの３本に取りまとめて残すこととし、特にミニッ

ツの内容としては、

①ＫＭＴＣ側の実施体制がHEALTH REFORMの最中ということから組織体制が変わる可能性が

高いところから組織改革後はＲ／Ｄの修正を行うこと

②中堅技術者育成対策費のケニア側負担について詳細に明記したこと

③供与機材の保守管理費等をケニア側で負担すること、また、機材リストを作成すること

　以上３点についてミニッツに掲載して調査団はケニア側と確認した。
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４．プロジェクト実施上の留意点４．プロジェクト実施上の留意点

４－１　実施体制４－１　実施体制

　ケニアにおいて現在、　ケニアにおいて現在、HEALTH REFORMHEALTH REFORMと呼ばれる機構改革を推進しており、組織体制が変更さと呼ばれる機構改革を推進しており、組織体制が変更さ

れる可能性が高いこと、現時点ではナイロビ本校での技術協力を中心として実施計画策定をしてれる可能性が高いこと、現時点ではナイロビ本校での技術協力を中心として実施計画策定をして

いるが、将来的にはプロジェクトの進捗状況および専門家のパフォーマンスによっては、ＫＭＴＣいるが、将来的にはプロジェクトの進捗状況および専門家のパフォーマンスによっては、ＫＭＴＣ

地方校への技術指導も必要となることも予想されることから、プロジェクトの運営管理体制を強地方校への技術指導も必要となることも予想されることから、プロジェクトの運営管理体制を強

化し、プロジェクトの進捗状況を見極めて対応することが必要になるものと考えられる。化し、プロジェクトの進捗状況を見極めて対応することが必要になるものと考えられる。

４－２　実施計画４－２　実施計画

　長期専門家派遣については、当面は少数精鋭の体制を組み、ＫＭＴＣ校の運営状況、教授法、　長期専門家派遣については、当面は少数精鋭の体制を組み、ＫＭＴＣ校の運営状況、教授法、

使用されている指導教材の問題点等を整理、確認することは優先課題であり、他方、経験豊富な使用されている指導教材の問題点等を整理、確認することは優先課題であり、他方、経験豊富な

短期専門家の投入によってプロジェクト実施詳細計画の策定が必要となるだろう。また、ケニア短期専門家の投入によってプロジェクト実施詳細計画の策定が必要となるだろう。また、ケニア

感染症対策プロジェクト（Ⅱ）およびケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）の経験、ノウハウ感染症対策プロジェクト（Ⅱ）およびケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）の経験、ノウハウ

を本件プロジェクトに生かすことにより、学校という組織を活用してプロジェクト成果の波及効を本件プロジェクトに生かすことにより、学校という組織を活用してプロジェクト成果の波及効

果も期待できる。特に、教材作成という点においては、ケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）果も期待できる。特に、教材作成という点においては、ケニア人口教育促進プロジェクト（Ⅱ）

において技術移転された視聴覚教材、印刷教材作成技術は十分に期待できる。さらに同プロジェにおいて技術移転された視聴覚教材、印刷教材作成技術は十分に期待できる。さらに同プロジェ

クトですでに開発した教材についてもＫＭＴＣ校において活用できるものである。クトですでに開発した教材についてもＫＭＴＣ校において活用できるものである。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①①①①①　討議議事録（Ｒ／Ｄ）　討議議事録（Ｒ／Ｄ）　討議議事録（Ｒ／Ｄ）　討議議事録（Ｒ／Ｄ）　討議議事録（Ｒ／Ｄ）

②②②②②　暫定実施計画（ＴＳＩ）　暫定実施計画（ＴＳＩ）　暫定実施計画（ＴＳＩ）　暫定実施計画（ＴＳＩ）　暫定実施計画（ＴＳＩ）

③③③③③　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ
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